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 昨今，成熟型社会における構造物の維持・補修・更新の最適化という課題に対処するため，従来の技術
論に基づく検討に加えて戦略的に維持補修予算投資を決定するというアセットマネジメントという観点か
らの検討が注目を集めつつある．ただし，現状では本研究で取り扱う斜面のような地盤構造物に対するア
セットマネジメントに関する概念は，未だ確立されていない．このような観点から，本研究では道路斜面
を対象として，限定した議論ではあるが，降雨に代表される自然ハザードの到来に対する災害リスク評価
を基本としたライフサイクルコストの評価方法の基本概念について示す．さらに，国道に隣接する斜面を
対象としたライフサイクルコスト評価結果を示し，本研究に示す手法の適用性について述べる． 
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１．はじめに 
 
昨今，土木構造物の維持補修問題に対して，従来の技
術論に基づく検討に加えて戦略的に維持補修予算投資を
決定するというアセットマネジメントという観点からの
検討が注目を集めつつある．ただし，現状でのアセット
マネジメントの概念が提要されつつある分野は，舗装・
橋梁の維持補修に限定されており，本研究で取り扱う斜
面のような地盤構造物に対する研究は，いまだ途につい
たばかりである． 
この理由は，従来の維持補修問題の主たる着眼点は，
橋梁に代表される鋼部材あるいはコンクリート部材の劣
化過程をどのように点検により見つけ出すかということ
に限定されていたため，明確な劣化過程を示さない地盤
構造物は検討対象として取り扱われて来なかったものと
推察される． 
ここで，土木構造物のアセットマネジメントに関する
基本的な検討事項は，以下のように要約されるであろう． 
① 構造物の現在状態規定 
② 構造物の劣化および，自然ハザード（地震・降雨
等）の到来に対する将来状態予測 
③ ①および②に基づく費用対効果を考慮した最適な維
持補修計画の立案 

この内，①の構造物の現在状態規定に関しては，地盤
構造物を始めとするいずれの土木構造物については，い

わゆる現地での定期的な点検が実施されており，事業者
毎に規定された点検フォーマットに従い定義されること
が一般的である． 
次に，②の将来状態予測に関しては，前述のように舗
装・橋梁の問題では，マルコフ過程に代表される確率過
程を用いて材料の劣化あるいは構造物としての性能低下
を表現するモデルが提案されている 1)，2)．これに対して，
本研究で対象とする地盤構造物では，前述のように風化
現象のような数百年単位での長期の力学特性変化を除い
て，通常の構造物の供用期間での材料としての劣化過程
を示さないことから，舗装・橋梁のような確率過程を用
いたモデル化手法は提案されていない． 
この将来状態予測に関する取組みの相違が，③の費用
対効果を考慮した最適な維持補修計画に関する意思決定
問題への取組みの相違に繋がる．すなわち，舗装・橋梁
問題における確率過程を用いたモデル化手法では，維持
補修計画の最適化は，将来状態予測に基づきライフサイ
クルコスト LCCを判断指標とするものである．なお，こ
の材料あるいは構造物の将来状態予測については，多く
の不確実性要因を含んでいるため，近年ではその不確実
性要因を考慮するためリスク工学の概念を援用した研究
も報告されつつある 3)． 
これに対して，地盤構造物を対象としたライフサイク
ルコスト LCCの基本概念あるいは，その算定方法につい
ては，未だ確立されていない．また，ライフサイクルコ

-233-



 

 

スト LCCの算定段階で考慮すべき不確実性要因および，
そのリスク工学を用いたモデル化手法についても未だ十
分な検討がなされているとは言い難い． 
このような観点から，本研究においては，対象構造物
として道路に隣接する斜面を想定し，また自然ハザード
として降雨を対象とし，そのハザードの到来に対する将
来状態予測に関して，リスク工学を援用した評価手法を
提案する．さらに，本手法により算定される貨幣単位で
表現されたリスク算定結果を用いたライフサイクルコス
ト LCCを指標として，費用対効果を考慮した道路斜面に
対する最適な維持補修計画を立案する方法論の適用性に
ついて検討を加えるものである． 
 
 
２．土木構造物の維持・補修に関する研究の基本

概念 
 
本章では，土木構造物の維持・補修に関する研究の基
本概念を示すため，土木構造物の内で現在最もアセット
マネジメントの概念が提要されつつある道路構造物を対
象として解説を加える． 
道路構造物とは，橋梁・路面・トンネル・斜面という
各コンポーネントから構成されるものである．さらに，
各コンポーネントを，材料で分類すれば表-1 に示すよう
に分類される 4)． 
同表に示される各コンポーネントの内で，前述のよう
に，橋梁・路面については，１．において述べたように，
事業者毎に規定された点検フォーマットに基づく現地で
の点検結果の指標に対して，回帰曲線モデルあるいはマ

ルコフ過程に代表される確率過程モデルを用いてに将来
状態を予測する方法が用いられることが多い．ただし，
ここで留意すべきことは，これらの将来状態予測モデル
を用いた手法では，原位置での点検により得られる指標
に対して，自然ハザードの到来に対する構造物の力学的
応答あるいは安定性とは独立に，補修を実施するための
性能限界としての臨界値を定めるという考え方が適用さ
れる場合が多い．もちろん，このようなモデル化の下で
の最重要検討課題は，点検結果に基づき点検間隔（ある
いは点検時期）および補修を実施すべき臨界値をどのよ
うに最適化するかという問題となる．なお，このような
手法の長所は，劣化あるいは性能低下の指標となる点検
結果が直接計測可能であるため，回帰曲線モデルあるい
は確率過程モデルに含まれるパラメータの更新が可能で
あり，長期に渡るライフサイクルコスト LCC算定の精度
向上が可能となることである． 
これに対して，斜面に代表される地盤構造物において
は，前述のように材料の劣化が明瞭でないことから，橋
梁・路面と同様の手法を適用することは適切でない．し
たがって，地盤構造物を長期に渡り供用するものとした
場合に，その維持・補修に関しては自然ハザードの到来
に対する将来状態予測を主眼とせざるを得ない．なお，
斜面に関する原位置での点検結果に関する評価点が与え
られている場合もあるが，この評価点については現状で
は自然ハザードの到来との関係が明確には関連付けられ
ていない．このため，地盤構造物の点検結果に基づく評
価点と，自然ハザードの到来に対する構造物の力学的応
答あるいは安定性を関係付ける研究も，今後重要な検討
課題となるものと推察される． 

表-1 道路構造物を構成するコンポーネント・材料 4) 
 

コンポーネント サブコンポーネント 構成材料 

コンクリート 上部工 
メタル 

コンクリート 下部工（橋脚） 
メタル 

橋 梁 

下部工（基礎） 
 地盤／基礎工 

コンクリート 路面舗装 
アスファルト 

路 床 
 路盤材料 路 面 

基礎地盤 
 地 盤 

覆 工 コンクリート 
トンネル 

背面地山 地 盤 

斜 面 － 地 盤 

 

-234-



 

 

このような観点から，本研究では地盤構造物の維持・
補修に関する検討として，ハザードの到来を対象とした
将来状態予測に関する信頼性解析手法の適用性について
述べる． 
ここで，現状での信頼性解析に基づく構造物の維持・
補修に関する基本的な考え方は，図-1 の模式図に示すよ
うに，性能が強度により規定されるとした場合に，その
性能が時間空間で一定値すなわち性能低下しないタイプ
と，時間とともに性能が低下するタイプに分類される．
なお，図-1 に示すモデル図で，リスクを算定する上での
不確実性要因は，以下の2つの事項である． 
① 材料の力学特性 
② 到達すると想定される自然ハザードレベル 
表-1 に示す道路構造物の各コンポーネントに対する
現状でのリスク評価では，斜面は図-1a)に示す性能が低
下しないタイプとして分類されるであろう．一方，橋
梁・トンネルについては，敢えてこのような分類をすれ
ば，図-1b)に示す性能が低下するタイプと捉えられるで
あろう． 
なお，本研究では，斜面のような地盤構造物は図-1a)
に示す性能が低下しないタイプとして分類したが，例え
ば斜面での対策工の性能低下が想定される場合には，
図-1b)に示す性能が低下するタイプととしてモデル化す
ることは本質的には可能である． 
 
 
３．地盤構造物のライフサイクルコストの算定モ

デル 
 
本章では，ハザードの到来を対象とした将来状態予測
としてのリスク評価手法および，リスク規範での地盤構
造物のライフサイクルコスト LCCの算定方法について示

すものとする． 
 
（1）年間リスクの算定方法 
ここでは，一般的な地盤構造物を想定して，多様な崩
壊パターンが想定される問題に対するリスク評価モデル
について示す 5)． 
まず，設計パラメータを不確定量とし，損傷モード j
も J通り存在するものとする．また，各損傷モードに対
する損失も Cj（j =1, J）とする．次に，設計強度 xおよび
ハザードレベルαの条件の下で，損傷モード j以上の損傷
が生じる条件付き確率を Pj(x, α)とすると，構造物に損傷
モード jの破損が生じる条件付き確率Φj (x,α)は，以下のよ
うに定義される． 

 

( ) ( ) ( )ααα ,,, 1 xPxPx jjj +−=Φ  （1≤j<J） (1) 

 
( ) ( )αα ,, xPx JJ =Φ         (2) 

 
また，式(1)および式(2)より，条件付き損失期待値 R 

(x, α) は，以下のように表される． 
 

 ( ) ( )αα ,,
1

xCxR j

J

j
j Φ⋅=∑

=

 (3) 

 
次に，ハザード曲線において，1年間にハザードレベ
ルα 以上のハザードが発生する確率Ψ(α)は，地震の発生
確率密度ϕ (α)と次式のように関連付けられる． 

 

( ) ( )dXX∫=Ψ−
α
ϕα

0
1        (4) 

a) 性能低下無 b) 性能低下有

Pe
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m
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（
性

能
）

Time（時間）
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Target：抵抗値

ハザードに
よる変動量
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能
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図-1  信頼性解析に基づく構造物の維持・補修に関する基本概念（模式図） 
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したがって，地震の発生確率密度ϕ (α)は次式のように
表される． 

 

( ) ( )
α
ααϕ

∂
Ψ∂−=       (5) 

 
ここで，ハザードレベルα の発生する確率がϕ (α)dαで
あることに注意すれば，年間損失期待値 Raは以下のよ
うに算定される． 

 

( ) ( ) ( ) ααϕα dxRxRa ∫
∞

=
0

,         

( ) ( ) α
α
αα dxR

∂
Ψ∂−= ∫

∞

0
,     (6) 

 
（2）地盤構造物に対するライフサイクルコスト算定モ
デル 
ここで，(1)に示した年間損失期待値 Raに基づき，地
盤構造物のライフサイクルコストを算定する上で，以下
のような仮定条件を設ける． 
① 地盤構造物を供用する期間での自然ハザードの到
達確率は同じである． 
② 地盤構造物の供用期間は無限であり，破壊しても
すぐに原形復旧して供用する． 

③ 地盤構造物を原形復旧する際に，構造物の強度は
全く破壊する前と同等とする（以下完全修復モデ
ルと称する）． 
この仮定条件の下でのライフサイクルコストの算定
過程を明らかにするために，簡易な事例として構造物の
供用期間を 3年とした場合の簡易な事例を図-2 に示す．
なお，同図では議論を簡素化するために，式(1)～式(3)
に示す破壊モードを 1通りと仮定している．この条件の
下で，図-2 に示す地盤構造物の年間破壊確率 paは，次
式のように定義される． 
 

( ) ( ) α
α
αα dxPpa ∂

Ψ∂−= ∫
∞

0
1 ,     (7) 

 
 図-2 に示すように，①～③に示す仮定条件の下では，
供用期間を 3年とした場合には，LC1～LC８の 8通りの
構造物供用シナリオが想定される．なお，図-2 に示す
供用シナリオの内で，損失の発生が 1通りであるため，
便宜上損失を C と標記している．また，損失は社会的
割引率ρを考慮した現在価値として評価しているため，
例えばシナリオ LC2とシナリオ LC3では累積破壊確率
が同じであっても，累積損失が異なることに留意された
い． 
 次に，この条件でのライフサイクルコストの期待値の
内で，構造物が破壊したとしても完全修復して供用する
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図-2  ライフサイクル算定モデル（供用期間3年の事例） 
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ことに要する期待費用（累積損失期待値と等価）R3(x)は，
式(3)あるいは式(6)の定義と同様に，累積破壊確率と累
積損失の積の和として算定されるが，その結果を整理す
ると次式のように算定される． 
 

( )
⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

+
+

+⋅=
2

3 1
1

1
1

1
ρρ

CpxR a    (8) 

 
ここで，paCが単一な破壊モードでの年間リスクに相
当することに注意すれば，供用年数を nと拡張した場合
の，n年間の累積損失期待値Rn(x)は次式となる． 

 

 ( )
1

1 1
1

−

=
∑ ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

=
in

i
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なお，社会的割引率ρは，日本ではρ=0.04 と設定され
るのに対して，開発途上国では一般的にρ=0.12程度に設
定される 6)，7)．このため，累積損失期待値の現在価値は，
開発途上国では日本の 1/3（=0.04/0.12）程度となる． 
したがって，構造物を供用後 n年時でのライフサイク
ルコストの期待値LCCn(x)は，次式のように表される． 
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ここに，I(i)は構造物の供用期間中において，設計強度 x
を高めるために，i期において投資される維持補修費用
を表す． 
したがって，①～③に示す仮定条件の下では，地盤構
造物のライフサイクルコストの期待値は，式(10)に示すよ
うに，社会的割引率を考慮した，維持補修コストと累積
損失期待値を加えたものとして表される． 
 
 
４．解析事例 
 
 ３．に示した地盤構造物のライフサイクルコストの算
定方法の適用性について，これまでに筆者らが示してき
た斜面リスクの算定結果 8) を用いて検討を加える． 
 ここに取り上げるリスク算定事例は，図-3 に示す国道
に隣接する 32箇所の斜面を対象とし，図-4に示すような
アメダス観測箇所毎に賛成した降雨を自然ハザードを用
いて，式(1)～式(6)に示す手順に基づき災害リスクを評価
したものである．なお，破壊確率の算定において，図-5
に示す降雨に伴う表層崩壊を想定し，次式に示す性能関
数を用いる．  
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注）図中のNo.○内の数字は斜面番号を示す． 

 
図-3  降雨観測地点と評価対象斜面 
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ここで， γwは水の単位体積重量，γ は土の単位体積重量，
cは粘着力，φは内部摩擦角，αは無限斜面の傾斜角，H
は表層土の層厚，Hwは表層土中の水深を表わす．式(11)
に対して，粘着力 cおよび内部摩擦角φを確率変数とし，
一次近似二次モーメント法 FOSMにより破壊確率を算定
する． 
なお，この解析条件については文献 8)を参照されたい
が，結果として得られた32箇所の斜面毎の年間リスクを
図-6に示す．同図に示すように，斜面No.4の年間リスク
が約 370 百万円で最大であり，斜面補強する優先順位が
1位と判定される． 
次に，この斜面 No.4における年間リスクの最大値を用
いて，社会的割引率ρ=0.04として，式(9)および式(10)に基
づき供用後 n 年時でのライフサイクルコストの期待値

LCCn(x)を試算する． 
 ここで，式(9)および式(10)に含まれる社会的割引率ρ
のライフサイクルコストの算定結果に及ぼす影響につい
て，斜面 No.4の斜面に対して斜面補強せず長期に渡り供
用する場合（以下無対策と称する）を用いて検討を加え
る．前述のように，社会的割引率ρは，日本および開発途
上国では，それぞれρ=0.04 およびρ=0.12 程度に設定され
る．図-7 は，この 2種類の社会的割引率ρ を適用した
場合の，無対策でのライフサイクルコストの期待値の相
違について示したものである．同図に示すように，2 種
類の社会的割引率ρに対する結果の比較で，経過年数 5年
以内では両者に明確な相違は生じていない．これに対し
て，経過年数 5年以降では，ライフサイクルコストの期
待値は，開発途上国に対応する社会的割引率ρ=0.12 の場
合には急激に収斂する傾向を示すのに対して，日本に対
応する社会的割引率ρ=0.04 の場合には緩やかに増加する
傾向を示す．この比較結果より，先進国と開発途上国で
の構造物のアセットマネジメントに対する姿勢として，

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 50 100 150 200 250 300 350 400

最大日雨量 (mm/d)

年
超
過

確
率

 
 
図-4 ガンベル分布に基づき算定された降雨ハザード曲線

の事例（Y町） 
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図-5 表層崩壊モデル 
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図-6  年間リスクの評価結果 
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以下のような相違が生じることが推察される．すなわち，
開発途上国では，経済成長あるいはインフレの発生等を
考慮することで社会的割引率が大きくなることから，ラ
イフサイクルコストの期待値の増加はある程度小さくな
る．このため，構造物を補強しながら長期に渡り供用す
るよりは，むしろ構造物を比較的短期間で更新あるいは
改築することが得策となる．これに対して，日本のよう
な先進国においては，現状でのリスクが比較的大きい構
造物では，ライフサイクルコストに占める累積損失期待
値が大きくなるため，開発途上国とは異なり構造物を補
強しながら長期に渡り供用する方が得策となる．すなわ
ち，先進国では，開発途上国に比べて構造物のアセット
マネジメントの重要性が高いということになる． 
以上の議論は，次に式(10)における斜面補強に対する投
資の項を評価しないものであった．次に，社会的割引率
ρ=0.04のとした場合での，式(10)に基づく斜面補強に対す
る投資の項を評価した場合のライフサイクルコストの評
価を行う． 
ここで，斜面補強策として，以下の 2種類の対策案を
想定する． 
・対策案1 
初期対策費として500百万円を投資し，その対策に

より当初の年間リスクを1/3だけ低減する． 
・対策案2 

20年後の対策費として1,000百万円を投資し，その対
策により当初の年間リスクを1/2だけ低減する． 
上記の 2種類の対策案に無対策も合わせた，3 種類の
ライフサイクルコストの期待値の経時変化を図-8 に示す．
図-8 に示す結果において，各ケースでの対策費用は式
(10)の第 1項として社会的割引率ρを含めて評価した．な
お，斜面補強対策による年間リスクの低減額は，上記の
ようにあくまで仮定したものであり，試算として示した
ものに過ぎないことに留意されたい．もちろん，この対
策工を施工することによる年間リスクの低減効果は，本
質的には性能関数を適切に設定することにより定量化は
可能である．しかし，本研究の目的は，地盤構造物を対
象としたライフサイクルコストの算定方法について示す
ものであるため，対策工の効果に関する詳細な評価・検
討については言及しないものとする． 
次に，図-8 に示す 3種類のライフサイクルコストの期
待値の経時変化を用いて，斜面の供用年数が規定されて
いる場合のアセットマネジメントにおける意思決定手法
についても言及する．図-9は，図-8に示す 3種類のライ
フサイクルコストの期待値の経時変化から，供用年数を
それぞれ 25年および 50年と規定した場合の，3種類の対
応策でのライフサイクルコストの期待値を比較したもの
である．同図に示すように，いずれの供用年数に規定し
た場合にも，対策案 1でのライフサイクルコストの期待
値が最小となることが明らかとなることから，ライフサ
イクルコストの期待値を指標として，最適な斜面対策費
を評価することが可能となる． 
もちろん，本研究において示した対策案を決定する事
例は限定された条件の下での議論ではあるが，より一般
的な問題においても，式(10)に示す対策工に対する投資を
キャッシュフロー分析と同等にモデル化した本手法は有
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図-7 期待累積損失算定結果における社会的割引率の影響 
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図-8  期待ライフサイクルコストの経時変化の比較 
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図-9 供用年数を規定した場合の期待ライフサイクル 

コストの比較 
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効であると考えられる． 
 
 
５．まとめ 
 
本研究では，成熟型社会における構造物の維持・補
修・更新の最適化という課題に対処する方法論として，
従来の技術論に基づく検討に加えて戦略的に維持補修予
算投資を決定するというアセットマネジメントという観
点からの検討が注目を集めつつある中で，橋梁・舗装に
異なり地盤構造物を対象としたアセットマネジメント手
法が未だ確立されていないことを明らかにした．そして，
この課題に対処するため，以下に示す仮定条件の下で，
地盤構造物を対象としたアセットマネジメント手法とし
て，その意思決定の指標となる期待ライフサイクルコス
トを評価する手法を提案した． 
① 地盤構造物を供用する期間での自然ハザードの到
達確率は同じである． 
② 地盤構造物の供用期間は無限であり，破壊しても
すぐに原形復旧して供用する． 
③ 地盤構造物を原形復旧する際に，構造物の強度は
全く破壊する前と同等とする． 
もちろん，上記の①～③に示した仮定条件は，現実離
れしたものと解釈される可能性がある．例えば③に示し
た完全修復モデルを用いているように，現実には斜面崩
壊後には，以前の状態より高い強度で修復されることが
一般的であることから，この仮定条件の妥当性に疑問が
あるとも言える．しかし，このような課題は，図-2 に示
したライフサイクルを評価する確率過程モデルにおいて，
斜面が崩壊した後に適用する期毎の年間破壊確率を変化

させることで対処可能である．このような観点から，本
研究に示したライフサイクル評価モデルは，地盤構造物
におけるアセットマネジメントを立案する第一次近似手
法として位置付けられるであろう． 
こうした課題を踏まえた上で，提案する手法に基づき，
降雨を自然ハザードとして選択し，国道に隣接する斜面
に対するライフサイクルコストの期待値を算定した．こ
の算定結果より，本研究において提案した手法により，
地盤構造物に対しても，橋梁・舗装と同様に，期待ライ
フサイクルコストを指標として，最適な斜面対策費を評
価することが可能となることを明らかにした． 
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